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ｌ．　件　　 名 ；２７５ｋＶ美浜線Ｎｏ． ２ｌ鉄塔建替工事にお ける��

鉄塔損壊事故によ る協力会社作業員死傷事故��

報告事業者��

事業者名 ；関西電力株式会社��

住　　 所 ；大阪府人阪市北区巾之島３Ｊ
＾

日６番 ｌ６号��

３． 発生 日時 ；平成 ２Ｏ年　 ９月　 ｌ５Ｈ　（月）　　ｌｌ時 ２５分��

４． 事故発生の電気工作物 （設置場所、 使用電圧な ど）��

：２７５ｋＶ美浜線Ｎｏ． ２ｌ鉄塔 （福井県美浜町菅浜第Ｉ２５号）��

［鉄塔型］ＢＭ６型、　［鉄塔高さ］５３． ５ｍ、　［建設年月］昭和４４年４月��

５． 状　況 ；Ｎｏ． ２ｌ鉄塔損壊に伴 う協ノＪ会社作業員死傷�� 【事故時系統】��

＜事故当口以前の作業状況＞��

９た��

９た��

ｌ１０日　 Ｎｏ． ２ｌ鉄塔 ２号線停電作業開始。 （移線作業着手）��

！ｌｌ～１４Ｈ��

２号線 ｈ相、 中相、 下相の順で 、 Ｎｏ． ２ｌ鉄塔か ら仮��

鉄塔へ移線完了。�� 美浜発電所��

＜平成 ２Ｏ年 ９月 ｌ５口　（月）の作業状況＞��

当日の作業内容 ；既設Ｎｏ． ２ｌ鉄塔 ２号線側のがい し装晉撤去��
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皿��

旧‐‐‐��

居１��
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２１��

；５０��７�� 作業現場にお いて 、　当Ｈの作業内容等のｆ��

を行 うと ともに 、 安全確認を実施後、 作業��

「合せ��

開始。��

Ｎｏ． ２ｌ鉄塔 ２号線下相か ら、が い し装置の撤去 を��

開始 した。��

下相 のがい し醤冒撤去 を完 ｒ。��

Ｎｏ��２１Ｊ��

作運��

業用��
停停��
止止�� 【凡例】��
中 中��

ｌ０��０５��
投入��

０５�� Ｆ相��ｌのがい し装冒撤夫を完 了。�� ２Ｌ�� ２Ｌ��
開放��

Ｅ相��ｌのがい し装署撤去を行 うべ く作業の準備中��

に鉄塔が損壊 し、 塔上で作業をして いた作業員��

４名が、 鉄塔上部 と ともに地面に墜落 した。��

美浜線ｌ号線地絡事故発生。��

美浜線１号線　 自動再閉路失敗。��

なお 、 美浜発電所での発生電力は 、 他系統に振��

り替えて送電を実施。��

Ｔｒｉｐ��

嶺南変電所��

〇＝発電機��

２６��

事故状況の詳細につ いては 、 別紙 「２７５ｋＶ美浜線Ｎｏ． ２ｌ鉄塔��

建替工事にお ける鉄塔損壊事故によ る協力会社作業員死傷��

事故報告書 （平成２３年ｌ０月修正）」　 （以下、　 「報告書」とし��

う。 ）の うち 、　２． 事故状況 （２．　ｌ事故発生状況および２��

２被災状況な らびに設備損壊状況）の とお り。��
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原　　 因 ；電気工作物の損壊

工事中の片側架線時における当該鉄塔の強度計算を実施 しなか っ た こ とによ り、 部材

（第 ５パネルのＡ
－Ｂ面腹材および接合部 （ボル ト）な らびに Ｃ

－Ｄ面腹材）の強度不足

が発生 してい る こ と

原　　 因 ；電気工作物の損壊

工事中の片側架線時における当該鉄塔の強度計算を実施 しなか っ た こ とによ り、 部材

（第 ５パネルのＡ
－Ｂ面腹材および接合部 （ボル ト）な らびに Ｃ

－Ｄ面腹材）の強度不足

が発生 してい る こ と

原　　 因 ；電気工作物の損壊��

工事中の片側架線時における当該鉄塔の強度計算を実施 しなか っ た こ とによ り、 部材��

（第 ５パネルのＡ
－Ｂ面腹材および接合部 （ボル ト）な らびに Ｃ

－Ｄ面腹材）の強度不足��

が発生してい る こ とを認識せず、 対策を とらなか っ たため鉄塔の損壊につながっ た と推定��

した。��

また 、 立体解析、 材料性能調査、 現地部材損傷状況の各調査結果を総合的に勘案した結��

果、 第 ５パネルの Ｃ
―Ｄ面腹材は 、　２号線の電線を外 して以降、 いつ座屈 して もおか しく��

な い状況であっ た と推定される 。��

鉄塔損壊の メカニズム （推定）は以下の とお り。��

（鉄塔損壊の メカニズム）��

①第 ５パネルＣ
－Ｄ面腹材が圧縮力によ り座屈 した。��

②第 ５パネルＣ
－Ｄ面腹材応力がＡ

－Ｂ面へ移行 し、 第 ５パ ネルＡ
－Ｂ面腹材がボル ト接��

合部で引張力によ り破断した。��

③第 ５・ ６パネル主柱材に応力が作用 し、 主柱材が曲げモ
ーメ ン トによ り損傷 しは じめ 、��

その後、 Ｂ、　Ｃ、 ＡまたはＤ脚の順序で 、 第 ６パネル主柱材が折損 し上部が落下 した。��

①�� ②�� ③��

√�� �ヽ�ｒ�� ｒ１��第５・６パネルの主��

損壊��
第５パネルＣ―Ｄ��

面腹材が座屈した��

第５パネルＡ
―Ｂ面��

腹材がボルト接合部��

で破断したｎ��

柱材が損傷しはじめ��

Ｂ→Ｃ→ＡまたはＤ��

の順序で第６パネル��

‐

主柱材が折損した。��
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第５パネル��
Ａ‐Ｂ面腹材�� ノバ、ヽ��

∫��

概要図��

＝〆��Ｃ脚�� Ｃ脚��

第６バネル��Ｂ脚�� Ｂ脚��
多５��

Ａ脚�� Ａ脚��

鉄塔損壊 メカニズム��

なお 、 設備保全 、 部材補修 、 工事施工はいずれ も適 切に実施 して いた 。 また 、 気象等に��

おいて も事故発生当時に異常な気象等の発生はなか っ た。��

事故原因の詳細につ いては 、 別紙 「報告書」の うち、　４． 損壊メカニズム の推定の とお り。��

被害状況��

死傷��）��

内容��

火災 ；��

¢矗ヵ会社作業員４名中 墜落によ り２名死亡 、 ２名重傷 （うち、 ｌ名は右��
撃轡

骨”“` 名`“右頬骨“”ィ山）��

無��

４）��

供給支障 ；・存；＝８≠８；；２二５・８み←０Ｉ８８２臺５章ｌ０ｌａ牌 ・６ｉ≡）��
その他 （上記以外の他に及ぼした障害）��

内容 ；な し��

８． 復旧 日時 ：平成２０年ｌ２月ｌ８日 ｌ３時４７分��
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工事中の片側架線時における当該鉄塔の強度計算を実施 しなか っ た こ とによ り、 部材の

強度不足が発生 して い る こ とを認識せず、 対策をと らなか っ たため鉄塔の損壊につながつ

た と推定したため 、 ⊥事業務に関わるプロセス

工事中の片側架線時における当該鉄塔の強度計算を実施 しなか っ た こ とによ り、 部材の

強度不足が発生 して い る こ とを認識せず、 対策をと らなか っ たため鉄塔の損壊につながつ

た と推定したため 、 ⊥事業務に関わるプロセス

防止対策��

工事中の片側架線時における当該鉄塔の強度計算を実施 しなか っ た こ とによ り、 部材の��

強度不足が発生 して い る こ とを認識せず、 対策をと らなか っ たため鉄塔の損壊につながつ��

た と推定したため 、 ⊥事業務に関わるプロセス全般の調査結果も踏まえ、 以 ドの再発防止��

対策を策定 した 。��

また 、 平成２３年８月の公判で新たに判明した事実において も以下の再発防止対策の有効性��

を確認した。��

【恒久対策】��

［社内ルールの改正］��

■強度計算の実施��

ａ． 片側架線時、 電線張替時な ど、 支持物強度に影響を与える場合を明確に し、 強度計算��

を実施する 旨、 社内ル
ール化する 。��

■ＤＲ （工事設計審査）の確実な実施��

ｂ．　ＤＲの運営方法である審議項目、 実施時期を明確化する と ともに 、 必要な関係ル
ール��

類の見直しを行 う。��

ｃ． 送電設計専任の課長 （「以下、　 「専任課長」とい う。 ）を配置する とと もに 、 専任課��

長が 日々のＴ事設計業務およびＤＲにおいて 、 指導
・ 助 言する 。��

［コ ミュ ニケーシ ョ ン充実 と リス ク低減活動］��

■双方向コ ミュ ニケ
ーシ ョ ンの実施��

ｄ．　当社および協力会社が、 会合する機会を都度活用 して 、 双方向コ ミュ ニケ
ー－シ ョ ン を��

更に充実する 。��

ｅ．　当社 と協力会社の間で 、 工事全般にお ける リス クに関する コ ミュ ニケ
ーシ ョ ン を毎年��

実施し、　リス ク を共有化する 。��

■作業 ・ 工事 （文書を含む）における潜在的な リス クの低減��

ｆ．　当社および協力会社のそれぞれが潜在 リス クの＝��曲出を行い 、 協蕃によ り対策を検討す��

る。 また 、　ｇ． で得 られた分析結果を含め リス ク��に関して全社で評価、 改善活動を継続��

的に実施する 。��

ｇ． 専任課長が、 工事設計に関する リス クを
―元管理する とともに 、 ⊥事業務遂行にお け��

る不具合事象 とその改善結果を集約 し、 確認
・ 分析を行 う。��

［技術ノＪ向 ｈ］��

■送電工事設計者の技術力向上��

ｈ． 工事設計に関するハ ッ トヒヤ リ事例および熟練技術者の固有 ノウハ ウを集約 、 編集 し��

て共有化する とともに 、 社内教育のカ リキ ュ ラム を充実化する 。��

ｉ． 専任課長が指導者 とな り、 架空送電部門の⊥事設計技術者を養成する 。��

９��



ＥｆＥ技術 骨の氏名及び所属 （保；婁管Ｊ串業務外８ｌ５愛８０承６８が：あみ罍合は５―委■託：罍Ｆ辞８）

氏名 齊藤 真 ‐ 所属 ；電力シ ステム技術セ ンタ
ー・　 副所長

芳博 所属 ；京都支店　 電ノＪ設備室　電ノＪ設備室長
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氏名 齊藤 真 ‐ 所属 ；電力シ ステム技術セ ンタ
ー・　 副所長

芳博 所属 ；京都支店　 電ノＪ設備室　電ノＪ設備室長

ＥｆＥ技術 骨の氏名及び所属 （保；婁管Ｊ串業務外８ｌ５愛８０承６８が：あみ罍合は５―委■託：罍Ｆ辞８）��

氏名��齊藤��真 ‐�� 所属 ；電力シ ステム技術セ ンタ
ー・　 副所長��

芳博�� 所属 ；京都支店　 電ノＪ設備室　電ノＪ設備室長��

（ｌ二
’ＪＦ）��

（保全）�� 氏名��武智��

ｌ． 電気 Ｉ：作物の設竃 昔の確認 ；　 存：：：晝：：無��
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